
 

○議長（髙橋正博君） 

 1 番 小川務君。 
○1 番（小川務君） 
 おはようございます。 
議長の許可をいただきまして、小川務が、令和 5 年 3 月定例会の一般質問を

させていただきます。質問内容は 2 点、まず始めは農業、漁業、林業など一次

産業に対する土庄町の今後の取り組みについてお聞きしたいと思います。 
ロシアによるウクライナ侵攻により、世界経済が不安定になる中、輸入に頼

っている肥料や燃料の価格は、過去に例を見ない高騰が続いています。このほ

ど、農林水産省がまとめた2022年度の農業物価指数を見ますと、この1年間で、

肥料価格は 27.1％、飼料は 19.4％上昇、国際的な需要高や穀物流通量の減少に

加え、歴史的な円安もあって、高騰が続いています。また、A 重油も 2 年前の

比較で 39.5％、軽油の価格も上昇を見せるなど、依然高止まり傾向が続いてい

ます。一方、農産物の価格は、この 2 年で 1.4％しか上がっておらず、資材の高

騰を適切に価格転嫁できない農家の実態が浮き彫りになっております。米に至

っては、コロナ禍による外食産業の落ち込みなどにより、20％安くなっていま

す。 
また、漁師の数は減っているが、魚の漁獲量は減少傾向。海苔業者は、海苔

に色がつかないと聞きました。その原因の一つは、漁場の栄養分が少なくなっ

ているためです。香川県も、瀬戸内海の水質改善のために、リンや窒素の排出

基準を緩和する方向に動いています。この現状は、土庄町においても例外では

ありません。農業、漁業、林業の担い手たちは、経営的に苦しい状況が続いて

います。町内の一次産業の担い手の現状について、どのように把握されている

か、ご所見をお聞かせいただきたいと思います。 
○議長（髙橋正博君） 

 農林水産課長 塩見康夫君。 

○農林水産課長（塩見康夫君） 

 小川議員のご質問にお答えいたします。 
第一次産業は、従事者の高齢化と後継者不足という問題が長らく続いており

ます。それに加えて、昨今の新型コロナウイルス感染症による消費の低迷とロ

シアのウクライナ侵攻による原油、物価等の高騰など、社会情勢の影響を受け、

たいへん厳しい状況であると認識しております。私自身も、日頃の業務を通じ

まして、町内の一次産業従事者からお話をお聞きしますと、物価高騰により生

産コストは上がっているものの、出荷価格に反映されない当面の問題とともに、

高齢化による事業維持の困難さ、後継ぎや後継者がいないことへの悩みなどの

声を多くお聞きいたします。 



 

町内の担い手につきましては、国が実施する農林業センサス、漁業センサス

といった調査におきましても、減少傾向の結果が出ております。以上です。 
○議長（髙橋正博君） 

 1 番 小川務君。 
○1 番（小川務君） 
 はい、ありがとうございます。 
今、課長がおっしゃったように担い手不足、深刻だということを理解してい

ただいてるのはありがたいんですけども、町の土庄町ですね、農業・漁業に関

してなんですけど、私は高い可能性を持ってると思います。例えばなんですけ

ど、農業、畜産業ですと、全国的に有名なオリーブ以外にも小豆島、豊島で栽

培されているイチゴの女峰ですね。女峰や、四海、小豊島の小豆島オリーブ牛

など、全国ブランドになりうるものもあります。昨年 12 月のテレビのニュース

で、小豆島のイチゴの収穫が報道されていました。円錐の形で切った断面の美

しさ、クリームの甘さに負けない味わいがクリスマスケーキに最適だと報道さ

れていました。 
漁業においては、タコで有名な兵庫県の明石市、牡蠣、鰆で有名な岡山県の

日生がありますが、土庄町も、これらに負けないような、小豆島の島鱧があり

ます。 
また、林業においては、瀬戸内海の離島でこれほど盛んに行われているとこ

ろはないと思います。町の森林整備計画にも明記されておりますが、産業的な

側面以外にも、水源涵養や災害時の地滑りなどの防止といった観点でも、担い

手には大きな期待が寄せられております。 
そこで、土庄町が行っている農林水産業の振興策についてお伺いしたいと思

います。ここ数年におきまして、どのような振興策を行い、具体的にどのよう

な成果が出ましたでしょうか。また、本会議で上程されました令和 5 年度の予

算案の中に盛り込まれている振興策がありましたら、併せてご紹介していただ

ければと思います。よろしくお願いします。 
○議長（髙橋正博君） 

 農林水産課長 塩見康夫君。 

○農林水産課長（塩見康夫君） 

 小川議員の再質問にお答えいたします。 
農林水産業の振興施策につきましては、対象者の相談を受け、国、県の補助

金を活用し、支援を行っております。また、令和 3 年度におきましては、新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、省力化を図る農業者

に対しまして、スマート農業推進事業補助金を、また、農林水産業活性化補助

金としまして、設備投資等を行った事業者に対し、経費の一部を補助いたしま



 

した。スマート農業は 8 件、農林水産業活性化補助金は 36 件の補助を行ってお

ります。 
また、令和 4 年度におきましても、新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金を活用し、原油価格高騰対策としまして、燃料を一定量以上使用す

る事業者に対し補助し、78 件の補助を行っております。 
令和5年度につきましても、本3月議会に補正予算として、3年度に引き続き、

第 2 次農林水産業活性化補助金に係る予算を提案し、ご議決いただいたところ

でございます。今後、5 年度に事業を繰越しし、実施してまいります。 
そのほかにも、事業者に向けた補助金として、総額 4500 万円程度を当初予算

として提案させていただいております。具体的に申しますと、農業では、荒廃

農地対策や農業生産活動への支援、農地の維持保全活動の支援として、中山間

直接支払交付金事業や、多面的機能支払交付金事業等を継続して行います。ま

た、認定農業者等が行う設備投資に対する支援や、戦略産品生産者の海上輸送

費支援を行ってまいります。 
農業を継続、発展させていくためには、次世代を担う新規就農者を増やして

いくことが不可欠です。認定新規就農者に対しましては、就農開始直後の営農

資金や、初期負担の軽減、経営発展を支援するための補助を初め、機械設備等

の導入経費の一部を補助しております。令和 2 年度には 3 名、4 年度には 1 名

が新たに認定農業者になり、5 年度には 2 名が認定新規就農者となる予定でござ

います。 
また、林業事業者に対しましては、造林事業に対する町費のかさ上げ補助を

行ってまいります。 
水産業では、漁場の環境改善を図るために、漁業組合が取り組みしている海

底堆積ごみの回収事業や、海底耕うん事業のほか、漁業組合の施設整備に対す

る町費のかさ上げ補助を行ってまいります。以上でございます。 
○議長（髙橋正博君） 

 1 番 小川務君。 
○1 番（小川務君） 
 農業、漁業、林業の振興策についてご答弁ありがとうございます。 
冒頭でご紹介いたしましたように、肥料や燃料代、空前の高騰をみせており

ます。肥料価格が 3 割も高騰しているのに、米の価格は 2 割落ちている。この

ような経営状況は、新しく農業を始めようとする人や、実家の後を継いで農業

に就こうという人は現れなくなるのではないかと、このように危惧しておりま

す。 
国や県におきましても、実効的な支援制度を望むところでありますが、基礎

自治体である町においても、地場産業の振興の一環として、より一層の手厚い



 

支援が求められると考えます。昨年の土庄町も、農林水産業原油高騰価格に係

る緊急支援金を給付しましたが、とても十分とは言い切れません。また、マイ

クロプラスチックによる漂流ごみ等のごみ問題は、生態系を含む海洋環境に悪

影響です。ボランティア団体や個人に頼るのではなく、積極的な援助が必要で

あると考えます。 
土庄町におきましても、町財政が厳しい折ではありますが、今後、独自の新

規支援制度を展開していくお考えはありますでしょうか。よろしくお願いしま

す。 
○議長（髙橋正博君） 

 農林水産課長 塩見康夫君。 

○農林水産課長（塩見康夫君） 

 小川議員の再質問にお答えいたします。 
燃料、肥料等の高騰につきましては、いまだ先行きが不透明でありますので、

引き続き、生産現場の状況をよくお伺いしながら、国の対応や施策等を注視し

てまいります。一次産業の振興および支援策につきましては、町としましても、

重要課題と捉え、鋭意努力しているところではありますが、一次産業を取り巻

く経営環境や就労環境は厳しく、率直に申し上げて特効薬となるような施策は

簡単ではないのが実情でございます。 
そのような中、深刻化する担い手不足に何とか歯止めをかける施策の一つと

して、地域おこし協力隊制度を活用しております。農業分野でも、退任後、令

和 3 年 6 月から、新規就農者として活躍していただいている方がいらっしゃい

ます。今後も、土庄町の一次産業に関心を持つ人材を募集、育成し、退任後は、

担い手として活躍していただきたいと考えているところでございます。 
担い手の確保には、新規就農者や新規事業者を 1 人でも増やしていくことが

不可欠であると考えております。現行の補助や支援制度に加え、たとえ僅かで

も、町が上乗せすることが効果的であると思われること、あるいは町の実情か

ら、重点的に取り組むことが望まれる分野への支援などについては、現場の意

見をいただくとともに、JA、漁協等との連携を密にしながら、なお一層検討し

てまいりたいと考えております。 
○議長（髙橋正博君） 

 1 番 小川務君。 
○1 番（小川務君） 
 課長が今おっしゃったように特効薬はない中、土庄町の地域おこし協力隊に

募集していただき、初期費用の軽減ですね。それで、経済基盤を安定させなが

ら一次産業の担い手を増やしていくことは素晴らしいことだなと思います。 
2020 年に、コロナの感染者が国内で初めて感染されました。その影響を受け、



 

観光業、サービス業、製造業の方々、たいへん厳しい経営状況に陥りました。

その中で、一次産業の農業、漁業、林業の方は、自然環境にも大きな影響を受

けて、二重の苦しい状況です。鳥獣被害、漁場の栄養不足、海洋ごみの問題な

ど、さまざまな要因があります。自助努力には限界がありますので、今後も、

現場の意見を聞き、適切な支援をお願いしたいと思います。 
それでは、次の質問に入りたいと思います。 
紙おむつ等を使用している乳幼児、高齢者、障害者、病人のいる家庭にとっ

て、可燃ごみ指定袋の購入代金が多くかかっています。可燃袋大の 10 枚入りの

値段は、平成 27 年に 150 円から 200 円に、令和 3 年には内税が、外税になっ

たため、200 円から 220 円になりました。福岡市では、乳幼児 1 人につき 1 回

30 枚配布しています。長野市や新潟市は、乳幼児の年齢や介護保険の要介護の

認定で、取得条件の違いはありますが、制度の導入を行っております。毎日使

用している紙おむつやストーマ用の排出用の袋、ストーマとは、手術によって

おなかに新しくつくられた便や尿の排出の出口のことを言います。それの袋を

廃棄する方の負担を少しでも軽減するために、紙おむつ等を使用する世帯に、

可燃ごみ指定袋を無償配布してはいかがでしょうか、答弁を求めます。 
○議長（髙橋正博君） 

 住民環境課長 堀康晴君。 

○住民環境課長（堀康晴君） 

 小川議員のご質問にお答えいたします。 
紙おむつを使用している方へのごみ指定袋等の配布につきましては、全国の

先進自治体で見受けられます。福岡市や長野市では乳児と介護用に、新潟市や

秩父市では乳児に、八王子市では乳児、介護用、障害者および特定疾病の方へ

支給をしております。なお、県内におきましては、善通寺市が出産時に 40 枚の

ごみ袋を支給しております。 
本町におきましても、子育て支援施策の一環として、ごみ袋の配布を実施す

る方向で考えております。例えば、乳幼児健診の際に、一定枚数の指定ごみ袋

を配布することなどが可能と思われますので、健康福祉課とも協議をしながら、

具体的に検討をしてまいります。 
なお、乳幼児以外への配布等につきましては、関係者や関係機関とも協議し

ていく必要があり、現状およびニーズの把握、配布方法等につきまして研究を

してまいりたいと存じます。以上でございます。 
○議長（髙橋正博君） 

 1 番 小川務君。 
○1 番（小川務君） 
 それでは、子ども用の袋ですけど、どの程度、枚数と年齢考えておりますか。 



 

○議長（髙橋正博君） 

 住民環境課長 堀康晴君。 

○住民環境課長（堀康晴君） 

小川議員の再質問にお答えいたします。 
他市の事例を見ますと、乳幼児 0 歳から 3 歳までというふうな事例が多くご

ざいます。その関係で、乳幼児健診のほうが 4 か月、10 か月、1 歳 6 か月、2
歳児に行われております。計 4 回、土庄町の出生率等を考えますと、年間約 50
名ということが想定されます。その際の配布枚数が、またこれも他市の比較に

なりますが、10 枚から 30 枚となりますと、年間は 4 万 4000 円から 13 万 2000
円程度の費用ということを想定しております。以上でございます。 
○議長（髙橋正博君） 

 1 番 小川務君。 
○1 番（小川務君） 
 ありがとうございます。 
それで年間コスト大体 4 万 4000 円っていうことになるんですね。それ、1 家

庭に対して、年間コスト。 
○議長（髙橋正博君） 

 住民環境課長 堀康晴君。 

○住民環境課長（堀康晴君） 

小川議員の再質問にお答えいたします。 
例えば、4 か月と 10 か月という、1 年間に 2 回ある場合には、1 回に 10 枚で

すと年間 20 枚ということになります。 
ただ 1 歳 6 か月と 2 歳児、このときは 10 枚ずつということになります。配布

枚数を、例えば 30 枚にした場合には、0 歳児には 60 枚、1 歳 2 歳児には 30 枚

ずつということが考えられます。以上でございます。 
○議長（髙橋正博君） 

 1 番 小川務君。 
○1 番（小川務君） 
ありがとうございます。 
それでは乳幼児に対する指定ごみの配布が可能というご答弁いただきありが

とうございます。乳幼児健診時に配布するなど、郵送料の減額になりとてもい

い取り組みだと思います。 
令和 5 年 4 月からは、内閣府の外局にこども家庭庁がスタートします。また

香川県の令和 5 年度の子どもに対する施策も大幅に拡充されます。土庄町も、

子ども支援をより一層充実していただければと考えております。また、将来的

には、乳幼児以外への高齢者、障害者、病人の方々への配布を前向きに検討し



 

ていただければと思っております。以上で私からの一般質問を終わります。.あ
りがとうございます。 
 


